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１．住宅局関係予算総括表

（単位：百万円）

対前年度

倍率

（A） （B) （B/D） （C） （D） （A/D）

152,955 151,755 1.01 1,200 149,829 1.02

10,285 10,285 1.01 0 10,194 1.01

1,600 1,600 1.00 0 1,600 1.00

113,683 112,483 1.01 1,200 111,476 1.02

うち 空 き 家 対 策 総 合 支 援 事 業 3,300 3,300 1.22 0 2,700 1.22

うち 密 集 市 街 地 総 合 防 災 事 業 5,100 4,000 1.25 1,100 3,200 1.59

うち 災害時拠点強靱化緊急促進事業 3,000 3,000 1.00 0 3,000 1.00

うち 地域居住機能再生推進事業 29,304 29,304 1.10 0 26,700 1.10

うち 耐 震 対 策 緊 急 促 進 事 業 12,100 12,000 1.00 100 12,000 1.01

うち スマートウェルネス住宅等推進事業 27,500 27,500 0.90 0 30,500 0.90

うち 地 域 型 住 宅 グ リ ー ン 化 事 業 13,000 13,000 1.13 0 11,500 1.13

うち
長 期 優 良 住 宅 化 リ フ ォ ー ム
推 進 事 業

4,500 4,500 1.07 0 4,200 1.07

26,954 26,954 1.07 0 25,132 1.07

0 0 皆減 0 1,000 皆減

433 433 1.01 0 427 1.01

8,375 8,375 1.01 0 8,262 1.01

うち 防災・省エネまちづくり緊急促進事業 7,546 7,546 1.02 0 7,382 1.02

101 101 1.01 0 100 1.01

161,431 160,231 1.01 1,200 158,191 1.02

224,271 15,771 0.99 208,500 16,002 14.01

うち 環 境 ・ ス ト ッ ク 活 用 推進 事業 9,983 9,983 0.98 0 10,221 0.98

うち 住 宅 市 場 安 定 化 対 策 事 業 78,500 0 皆増 78,500 0 皆増

うち 住宅需要変動平準化対策事業 130,000 0 皆増 130,000 0 皆増

385,702 176,002 1.01 209,700 174,193 2.21合　　　　　　　　　　　　　　　　　　計

災 害 復 旧 等

小　　　　　　　　　　　　　　　　　　計

住 宅 市 場 整 備

前年度
予算額

対前年度
倍率

都 市 環 境 整 備

事 項 備 考

住 宅 対 策

公 的 賃 貸 住 宅 家 賃 対 策

公 営 住 宅 整 備 費 等 補 助

住 宅 市 街 地 総 合 整 備

都 市 再 生 機 構

住 宅 金 融 支 援 機 構

住 宅 建 設 事 業 調 査 費 等

平成３1年度
予算額 通常分

臨特・特別
措置額

１．本表のほか、社会資本整

備総合交付金等がある。

2．本表のほか、東日本大震

災からの復旧・復興対策に係

る経費（平成31年度）として、

91百万円がある。

3．計数は、整理の結果異動

することがある。

他局計上分を含む。
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２．財政投融資等

（単位：百万円）

前年度(A) 平成31年度(B) 比較増△減額 倍率(B/A)

（独）住宅金融支援機構 2,451,568 2,895,354 443,785 1.18

財政融資資金 68,100 63,500 △ 4,600 0.93

自己資金等 2,383,468 2,831,854 448,385 1.19

（独）都 市 再 生 機 構 1,347,082 1,364,626 17,544 1.01

財政融資資金 346,400 445,400 99,000 1.29

自己資金等 1,000,682 919,226 △ 81,456 0.92

3,798,650 4,259,980 461,329 1.12

財政融資資金 414,500 508,900 94,400 1.23

自己資金等 3,384,150 3,751,080 366,929 1.11

（注）１．自己資金等には、（独）住宅金融支援機構30,770億円、（独）都市再生機構1,200億円

　の財投機関債を含む。

２．（独）住宅金融支援機構における自己資金等は、証券化支援事業における買取実績・

　市場金利等の動向により変動する可能性がある。

３．（独）都市再生機構は、都市再生勘定に係る業務分である。

４．（独）都市再生機構は、このほかに宅地造成等経過勘定に係る業務分として、

　債券500億円がある。

５．計数については、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは

　合致しないものがある。

区　　　　　　　分

合　　　　　計
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